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スウェーデンにおける協同組合セクターの動向
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1．課題

　ときに「協同組合の国」と呼ばれるほどスウ

ェー
fンでは協同組合が発展しており，全世帯

の3分の2がなんらかのかたちで協同組合と関

係を持っている．本稿は，スウェーデンにおけ

る協同組合セクターの全体的状況をふまえて，

「新協同組合運動」の現状とその位置づけを解

明しようとするものである1｝．

2．協同組合セクターの現状’

　スウェーデンの消費協同組合運動は6分野か

らなっている．第1表はこの消費協同組合グル

ープの現勢を示している．

　最近の数字を付加しながら各セクションの動

向を見ることにしよう．

　KF（コーエフ，　Kooperativa　fδrbundet，消

費者協同組合連合会）に所属する組合の数は組

合合併により減少している．1920年には950

組合あったが，89年には135組合となってい

第1表　消費協同組合グループの現勢（1984年）

組合数
組合員数
i千人） 従業員数 　事業高

i百万クローナ）

　　　1
Vェア
i％）

KF 143 1，935 64，300 34，445 16．3

HSB 3，333 436 4，900 1，500 14．6＊

SR 1，300 一
2，647 1，040 9．5＊

OK 25 995 5，931 13，011 15．8

Folsksam 6
一

2，978 4，000 27

Fonus 4
一

557 255 30

合計 81，313 54，251

＊は1950－77年の新築戸数におけるシェア．

SR，　Folksam，　Fonusは団体を加盟員とし，個人組合員は持たな

し、。

（出所）The　Swedish　S㏄iety　for　Cooperative　Studies，，4η

　　0㎎7伽ρノ広勉S”θ4丞海Cooρ27ロだ㎎福。ひεη3θπ’，　Stock－

　　holm：Fむτeningen　Kooperativa　Studier，1986，　p．12，お

　　よび，栗本昭『先進国生協運動のゆくえ』ミネルヴァ書

　　房，1987年，p．95。

る．しかし，同じ期間に組合員数は24万8千

から205万3千に増大し，今日では全世帯の半

数以上を組織している．全国の小売市場に占め

るシェアは1970年代初頭まで増加し続け，70

年には小売市場シェアの18％を占め，ボルボ，

エレクトロルクスなどに次いで国内第6位とな

った．その後のマーケットシェアは漸減し，80

年に17％，88年に16％となっているが，今日

でもスウェーデン第6位の巨大企業体である．

最近の食品小売市場シェアは約20％である．

1989年の総事業高は862億クローナであった．

　物流分野では，KFの中央配送センターと15

の地方配送センターから全国にある約2000店

舗に配送車が物資を輸送している．

　KFの食品加工部門は31のパソ工場，16の

食肉加工工場，10の食品加工工場，2つの醸造

所から成り，消費協同組合の食品売上高の約半

分を供給している．また，KFインドゥストリ

は，電球，台所収納用品，繊維製品などの生産

諸企業の持株会社であり，総事業高の約半分を

輸出によって稼いでいる．

　KFはまた教育を重視し，役職員教育の中央

機関として協同組合学校を運営している．

　レソ（Reso，旅行組合）は，31のホテルと9つ

の旅行代理店を持ち，12％の市場占有率を持つ

業界上位の旅行会社となっている．出資金の

55％はKFが，38％はオーコー（OK，　Ollekon－

s㎝entemas　f6rbund，石油組合）が出してい

る．

　ホーエスベー（HSB，　Hyresg銭sternas

Sparkasse－och　Byggnadsf6reningar，借家人貯

蓄建築協同組合）は1950－77年の間に326，400

（新築住宅の14．6％）の住宅を建設した．この

間のピーク時である65年に建設した住宅数は
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17，600（全住宅の18％）であった．50－77年のホ

ーエスベーの事業高は全協同組合セクターの事

業高の約50％を占めた．ホーエスベー所属の

住宅協同組合数は現在3千6百，その組合員は

約54万人であり，そのうち31万世帯がすでに

ホーエスベーの住宅に入居し，残りの23万人

がホーエスベーに貯蓄し待機中である．

　エスアール（SR，　Svenska　Riksbyggen，労働

組合住宅協同組合）は1950－77年に211，600（全

新築住宅の9．5％）の住宅を建設し，ピーク時の

71年には13，400の住宅を新築した．ホーエス

ベーの建設した住宅と合せると，50－77年の全

国の新築住宅の4軒に1軒は住宅協同組合によ

って建てられたことになる．77年以降もエス

アールは全国の新築住宅の約10％を建ててい

る．1980年代の中頃には集合住宅の約3分の1

はこれら2つの住宅協同組合によって建てられ

ている．1986年の新築住宅のうち，28％が協

同組合セクターによって，29％が公共セクター

によって，43％が私的セクターによって建てら

れた．87年現在で協同組合住宅数は約50万と

なっている．

　エスアールはKF，労働組合評議会（LO），建

築労働組合，約1，500の住宅協同組合が共同で

出資し運営している．エスアールは住宅建設を

本来の仕事としてきたが，今日では住宅プロジ

ェクトの立案，住宅管理などに仕事をひろげて

おり，20万戸の住宅を有する1，500の住宅協同

組合と他の住宅組織に広範囲のサービスを提供

している．

　住宅協同組合は住宅団地を建設し，そのなか

に学校，ショピングセンター，保育所，保養所

などを配置し，その地域全体の協同組合化
（cooperativization）を計画し，まちづくりに貢

献している2｝．

　フォルクサム（Folksam，保険協同組合）は約

1600万の保険契約口数を持っている．全人口

（853万人）の半数以上がフォルクサムの保険契

約者となっている．保険業界に占めるフォルク

サムのシェアは保険の種類により異なるが，16

％から61％まであり，平均27％である．

　オーコーは今日では原油の輸入，精製から一
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般燃料の販売までを行い，1988年現在で20の

地域組織，約800のガソリンスタンド，約120

万の組合員を有している．1986年間は国有企

業であるスウェーデン石油とともに新しい企業，

オーコー石油を設立し，これにはフィンランド

の国有企業であるネステ石油も参加している．

オーコーはスウェーデンの全石油製品販売市場

の20％，ガソリンの19％のシェアを持ってい
る．

　フォーヌス（Fonus，葬儀組合）は，全国的規

模で葬儀事業を営む唯一の組織であり，業界の

33％のシェアを占め，スウェーデン最大の葬儀

事業組織となっている．パルメ元首相の墓石を

製作するなど，その社会的ステータスも高い．

　上記の消費協同組合グループのなかで各協同

組合セクションは相互の組織的加盟，共同出資，

商品交流などを通じて協同組合相互の協同をす

すめている．例えばオーコーはKFの会員であ

り，したがってKFのオーナーでもある．

　また上記の6組織，すなわちKF，2つの住宅

協同組合，フォルクサム，オーコー，フォーヌ

スは共同出資して，1975年にスウェーデン協同

組合研究所を設立した．協同組合研究所は，協

同組合にかんする研究や広報，協同組合間協同

の促進，新しい協同組合にたいする援助，学校

での協同組合教育の促進などの活動をすすめて

いる．

　第2表に見られるように，農業人口は激減し，

農業はGDPの2％を占めるにすぎない．しか

しながら，食糧を提供するというその役割から

して，国民の食生活に占める農業と食品加工産

業の位置はいぜんとして大きく，農業協同組合

が国民生活のこの分野の基本的な担い手となっ

ている．

　スウェーデン農民連合（LRF，　Lantbrukar・

nas　Riksfδrbmd）は，15の専門別全国組織，直

貼2表全人ロと麟人ロの胎
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600の単位組織と100万以上の組合員から構成

されており，スウェーデンの全農産物の約80％

を取扱っている．

　15の全国組織は，酪農組合連合会，農民食肉

販売組合連合会，農民購買・作物販売組合連合

会，鶏卵販売組合連合会，森林所有者組合連合

会，協同組合銀行連合会，長期保証銀行連合会，

家畜飼育生産組合連合会，油糧種子生産組合連

合会，ビート生産組合連合会，デンプン生産組

合連合会，アルコーノレ製造組合連合会，毛皮製

造組合連合会，じゃがいも生産組合連合会，缶

詰食品生産組合連合会である．

　農民購買・作物販売連合会は，19の地域協同

組合から成り，穀物販売では全国の農民出荷の

75％を扱い，購買では肥料の80％，飼料の70

％，農機具の45％を供給している．87年の事

業高は150億クローナであった．最近では有機

農業にたいする関心が高まっている．連合会は

また関連企業を多数有している．例えばスウェ

ーデン最大の製粉企業，製パン企業を有し，小

麦粉では全国市場の40％，パンでは10％のシ

ェアを占めている．

　酪農組合連合会は全国の加工牛乳の99％を

扱っている．87年の販売額は150億クローナ

であグた．約80の酪農工場施設で働く従業員

は9，000人で，一大食品産業となっている．チ

ーズの大部分も’協同組合によって製造されてい

る．

　農民食肉販売組合連合会は85，000人の食肉

生産者を組織し，全国の食肉生産の80％（価格）

を扱っている．食肉加工の従業員は10，200人

で87年の販売高は140億クローナであった．

全国市場に占めるシェアは切り身肉の45％，加

工肉食品の35％である．

　鶏卵販売組合連合会が取扱う鶏卵は全国市場

の45％を占めている．

　森林所有者組合連合会が材木市場に占めるシ

ェアは25％であり，87年の事業高は80億クロ

ーナであった．

　協同組合銀行連合会は全国12地域の388の

地方協同組合銀行を会員としている．645，000

の組合員のうち農民は8万人であるから，非農
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民組合員が88％を占めている．農村信用組合

は1969年の法律改正により他の銀行と同じ機

能をもつことになり，一般市民に開放され，74

年には協同組合銀行と改称されている．87年

の貯金額は350億クローナである．連合会はま

た地域の協同組合銀行およびスウェーデン農民

連盟などと共同出資して，中央協同組合銀行を

設立している．そして中央協同組合銀行は，ヨ

ーロッパの主要協同組合銀行が共同出資してい

るマーチャントバンクであるロンドンコンチネ

ンタルバンカーズのメンバーとなっている．

　消費協同組合と農協以外の協同組合としては，

漁業協同組合，タクシー所有者協同組合，トラ

ック所有者協同組合などがある．

　漁業協同組合の場合は，工業化の進展にとも

ない離漁者が増加し，82年の漁業専業者数は

4，300人，漁獲量は20万トン台となっている．

　タクシー所有者協同組合の数は328，組合員

数は7，000であり，これらの協同組合がタクシ

ー運輸のほぼ100％を担っている．

　トラック所有者協同組合の組合員は9，500

人で，244の共同運送センターに組織され，全

国のトラック運送量の約半分を扱っている．84

年の事業高は74億クローナであった．

　つぎに協同組合企業数と従業員数を見よう．

　全労働者の5％が協同組合セクターで働いて

いる．国有セクターで働く労働者数とほぼ同数

である．

　第3表に見られるように，借家人貯蓄建築協

同組合を含む「信用・保険・資産管理」に最大

多数の企業が集中している．従業員数で見ると，

商業，製造業，信用・保険・資産管理，建築，

農業・林業が上位5位までを占めている．

　第4表は製造業と商業の協同組合で働く従業

員数を示している．食品加工業では全従業員の

44％が協同組合で働いている．

3．新しい形態の協同組合

　上述のように，従来の協同組合セクターは主

として消費協同組合と農業協同組合から構成さ

れていた．しかし，1970年代中頃からこのパタ

ーンが変わりはじめた．既存の消費協同組合と
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　第3表協同組合の企業数と従業員数（1984年）

　　（）内は全企業数と全従業員数に占める％

企業数 従業員数

農業・林業 179（0．1） 7，312（14．3）

鉱業 15（1．5） 101（0．8）

製造業 218（0．4） 48，275（5．8）

電気・ガス・水道 124（23ユ） 637（2．4）

建築 54（0．1） 11，393（5．9）

商業 774（0．7） 64，482（14．1）

交通・通信 457（1．8） 3，837（1．5）

信用・保険・資産管理 5，076（14．8） 19，920（8．3）

行政関連および他のサービス 379（0．9） 3，283（0．3）

合　　計 7，276（1．6） 159，244（4．9）

（出所）The　Swedish　Society　for　Cooperative　Studies，ψ，

　　α財．，P．23．

第4表　製造業と商業の協同組合従業員数（1984年）

　　（）内は同業の全従業員数に占める％

従業員数 1976－84年の増減（％）

食品加工 32，332（44） 4

食肉 12，884（69） 1

酪農製品 9，568（92） 一3

果物・野菜の缶詰 679（12） 一14

魚の缶詰 415（16） 0

油脂製品 1，042（58） 2

製粉 695（43） 一6

製バン 4，465（30） 21

化学産業 4，540（7） 0

パルプと製紙 4，884（12） 一12

製材 1，868（3） 一18

卸売り i7，781（10） 0

小売り 37，730（17） 1

デパート 17，545（56） 9

中小店舗 、14β34（19） 一1

（出所）The　Swedish　Society　for　Cooperatlve　Studies，　oρ．

　　‘”．，P．25．

農協の枠組みから外れた様々な協同組合が生れ

てきたのである．これ，らの協同組合は，適切な

総称がないので，スウェーデンでは「新しい形

態の協同組合」（以下，「新協同組合」と略称）と

呼ばれている．

　スウェーデンだけでなく，その他の多くの国

で1970年代中頃から新しいタイプの協同組合

が生れている3）．これらの協同組合は国によっ

て名称が異なるが，これらの組織の多くに共通

する特質は，それらが「そこで働く人たちが所

有し管理する協同組合である」という点にある．

このような特質を持つ組織をECの英語文書は，

イギリスでの名称にならって，「労働者協同組

研　　究

合」（workers’co・operatives）と名付けている．

スウェーデンの新協同組合も基本的にはこのよ

うな国際的潮流の一環に位置づけることができ

る．

　1970年代中頃から増加しはじめた新協同組

合は，部分的には従前の労働者生産協同組合運

動の歴史的経験を踏まえながらも，全体として

は新しい質をもった運動体として実践面でも思

想面でもダイナミックに発展していった．「そ

の発展は，19世紀中頃から世紀末にかけてのス

ウェーデン協同組合運動の発展期を連想させる

ほどのものである」と，研究者たちは述べてい
る4）．

　「新しい形態の協同組合」は70年代中頃から

目立って増加しはじめたが，最初は印刷，繊維，

金属，製靴，建設などの業界における従業員所

有の零細製造企業が多かった．その企業数は

1987年には105（従業員数3，500人）となってお

り，そのうち80％はそれ以前の10年間に私企

業から転換されたものであり，ほとんどが職を

守るために企業閉鎖に反対してつくられた防衛

的なものである5）．

　80年代にはサービス業の協同組合の増加が

顕著になった．

　80－81年には消費協同組合が増加し，中間搾

取の排除を目的としたさまざまな傾向の協同組

合とそれらの協同組合を結ぶ共同購入販売組織，

健康食品店，低開発国援助を目的とした商品購

入販売店などが新設された．

　82年にはサービス業の領域が広まり，コンサ

ルタント，建築設計，出版関連の協同組合，文

化事業を行う文化協同組合，自動車などの共同

利用を目的とする共同利用協同組合，さらに生

産協同組合と結びついた有機農業協同組合，手

工芸品協同組合などが設立された．

　82－84年には，この分化傾向がさらにすすみ，

教師，父兄，生徒が種々の形態の学校協同組合

を設立した．協同組合形態の学校食堂運営，学

用品の共同購入などはそれ自体が実践教育とし

て役立っている，と評価されている6）．

　80年代初頭には青年の失業問題とも関連し

て，種々の形態の青年協同組合が設立された．
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その後の景気回復により，この種の青年協同組

合の新設は減少したが，それでも88年現在そ

の数は30を超えている．たとえば，スウェー

デンの中心から西に位置するデゲルフォスでは

地方自治体の財政援助を受けて若者たちのパン

製造協同組合が設立されたが，その目的は，失

業老の救済とともに，若者たちの民主的な自治

能力の発達におかれていた7）．

　また，この時期には，地域社会の空洞化の進

行にともなって，地域社会の活性化をめざして

種々の活動を行うコミュニティ協同組合も設立

された．コミュニティ協同組合は，組合員資格

が当該地域の住民に限られ，生産，消費，社会

サービスなど住民の種々のニーズをみたすため

の多目的協同組合である．

　同様に，．地域社会の活性化をめざして，多様

な協同組合の新設と発展を援助することを目的

とする地域協同組合振興組織（LKU）が，地方

自治体の援助を受けて，多くの地域で設立され

た．

　最近とりわけ顕著であるのは子育て中の親の

共同保育協同組合の急速な発展である．母親の

就業率の高度化，労働時間の短縮，公立保育所

の不足などの結果，子供の保育を必要とす．る親

が共同で出資し，運営し，輪番制で保育活動を

行う協同組合が増加し続けている．そして，こ

れらの協同組合にたいして，地方自治体が財政

援助，施設の貸与などを行っている．また，こ

のような協同組合を援助する全国的振興組織

（varat　Dagisヴォーラット・ダーギス）もでき

ている．この振興組織の組合員は保育協同組合

だけではない．KF，2つの住宅協同組合連合

会，フォルクサムも団体組合員として加盟し強

力な援助をしている．保育協同組合が150ほど

の数になった1988年時点でベータとヨハンソ

ンは「この分野は疑いなく今後発展するであろ

う．私たちがこれ，までr公的』分野とr私的』

分野として理解してきた2つの分野の中間に存

在するニーズは今後ますます増大するであろ

う」8）と述べたが，この発言は的中し，その後現

在にいたるまで，保育協同組合の数は急速に増

加し続けている．
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　新協同組合運動の現勢はつぎのようである9）．

　①製造業・サービス業．製造業は105企業，

従業員3，500人．サービス業界における新協同

組合の数は，零細企業が多く，しかも変化がは

げしいために，不明．従業員数は2万人以上と

推計される．

　②既存の農協組織には属さず，共同所有・

共同運営を原理として設立された農業協同組合

は約30．

　③購買販売協同組合は約100．食品を扱う

協同組合が多い．

　④ある程度他のカテゴリーと重なるが，コ

ンサルティング，文化活動，手工芸品の製造・

販売などを行う新しいタイプの協同組合は約

800．

　⑤自動車などを共同所有・共同利用する共

同利用協同組合の数は数十．

　⑥青年の失業問題などの解決をめざして地

方自治体などが支援する青年協同組合は約30．

　⑦地域協同組合は少数．

　⑧・親が共同所有・共同運営・共同保育する

保育協同組合は約600．

　⑨以上の他に，各種の協同組合の設立と発

展を地域レベルで援助する地域協同組合振興セ

ンター（LKU）が12存在する．通常，　LKUは

協同組合組織で，組合員は新協同組合，既存の，

協同組合連合会の地域組織，地方自治体である．

4．新協同組合運動の発展の要因

　新協同組合運動の発展の要因としては下記の

ような70年代以降の経済的・社会的変化をあ

げることができる．

　最大の要因は1970年代の国民経済の変化で

ある．石油に大きく依存していたスウェーデン

経済は国際的な石油危機によって大きな打撃を

受け，経済成長率が大幅に低下した．GNP年

平均成長率は1974年までの10年間は，64－69

年が3．6％，69－74年が3．5％と順調であったが，

その後の10年間は，74－79年目1．5％，79－84年

が1．7％と急減した．また，この時期には製造

業からサービス業への産業構造上の重点移行が

顕著になった．これらの要因に加えてさらに，
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高度成長期以来の都市への人口大移動が，地域

社会の空洞化減少をひきおこし，失業率の高度

化，とりわけ青年層の失業問題などの社会問題

を生み出すにいたった．このような現象が顕著

になるにしたがって，地域社会を経済的にも社

会的にも活性化させなければならないというニ

ーズが労働運動側にも行政側にも強くなってい

った．

　また都市部の拡大にともなって，人間関係の

稀薄化，疎外現象が社会問題化し，親密な人間

関係にもとつく社会を求めるニーズが強くなっ

ていった．

　社会運動としては，すでに1960年代末から

70年代初頭にかけて既成社会とその組織にた

いする批判運動が強まり，一部は政治的な反体

制運動と化したが，この政治的な反体制運動が

沈静化した70年代後半には新社会の創造を経

済的な実践活動として具体化させたいというニ

ーズが高まってきていた．

　既存組織にたいする民主化要求，民主的な組

織を自らつくろうとする動きがある一方，働く

人びとのあいだには「生活の質」「仕事の質」に

かんする新しい感覚が芽生えてきた．たとえば，

たんに賃金を得るために働くのではなく，社会

に役立つ仕事をしたい，仕事のなかで自己実現

をはかりたい，民主的な組織のなかで働きたい

など，組織のなかで自分なりの理想を追求した

いというニーズである．

　　さらに，健康食品の購入など自己防衛的なも

のから，自然環境を破壊しない技術の開発とそ

の適用まで，環境問題の見地からする種々のニ

ーズが生れてきた．

　「自然と社会と人間にたいして有益な生産と

消費」，「協力にもとつく人間関係」，「自主的・

民主的な地域社会づくり」というような基本的

ニーズをみたしうる組織として，協同組合が認

識され，はじめたのである10）．

　新協同組合運動を担う人びとはつぎのような

社会運動の活動家のなかから育ってきた．

　①オルターナティブ運動の活動家，②企業国

有化万能論に疑問をもちはじめた労働運動の活

’動家，③企業の民主化に関心をもつ中小零細企
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業の活動家，④組合員参加と組織の民主化に関

心をもつ協同組合活動家，⑤思想的な動機とい

うよりは直接的な動機（就業機会の創出，過疎

地域の店舗の確保など）にもとつく活動家．

　新協同組合にたいする支持基盤も拡大してい

った．

　1980年代以降，既存の協同組合組織が新協同

組合に関心を示し，労働組合も友好的態度をと

り始めた．政党，地方自治体，国家も関心を強

め，場当りの短期的政策ではなく，長期的な支

持政策がつくられるようになってきた．

　70年代以降の経済的・社会的変化は協同組

合運動にも大きく影響し，70年代末から80年

代初頭にかけて既存の協同組合運動は種々の困

難な問題に直面した．このため協同組合運動は

長期的な運動方針を明確にする必要に迫られた．

そのさい，新協同組合運動をどのように評価す

るかという問題を検討せざるをえなかった．検

討の結果，既存の協同組合組織は新協同組合を

積極的に援助するという結論に達したのである．

　とくに高齢者協同組合，保育協同組合，コミ

ュニティ協同組合など，地域社会のB常生活に

密接に関連する活動を行っている協同組合にた

いする援助が強化されている．たとえばホーエ

スベー（借家人貯蓄建築協同組合）はコミュニテ

ィ協同組合を支援し，その新設に努めている．

その目的はホーエスベーの住宅に住む組合員の

活性化である．そのためにホーエスベーはコミ

‘ユニティ協同組合を支援して，住民が自主的に

共同住宅運営上の諸問題を解決できるようにし

ている．これには，住民が必要とするサービス

にこたえるために，売店や自動車修理業などの

小規模ビジネスを設立するという計画も含まれ

ている．前述のように，ホーエスベーは特定地

域全体の協同組合化をも計画しているのである．

　社会民主労働党政権は協同組合を産業政策，

都市計画，福祉政策，消費者政策のなかに位置

づけ，その発展を支援している．たとえば税制

面では，法人税は株式会社の40％にたいして

協同組合は32％の軽減税率となっている．

　しかし，労働者生産協同組合については，長

年にわたって労働組合運動も社会民主労働党も，
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労働者生産協同組合が賃金労働者の条件改善に

役立つとは考えてこなかった．この伝統的な見

解にもとづいて労働組合運動も社会民主労働党

も70年代の新協同組合運動にたいしては冷淡

あるいは批判的な態度を示していた．しかし，

かれらもまた70年代中頃からの経済的・社会

的変化と人びとのニーズの変化にたいして無関

心であり続けることはできなかった．

　労働者の経営参加問題については，労働者代

表制，共同決定制度などの論議を経て，83年に

労働者基金法が成立した．全国に5つの基金を

設立し，企業利潤の20％と給与所得者の給与

から0．2％を徴収して年間20億クローナの資

金を集め，企業の株式を購入し，労働者所有の

株式を増加させ，企業経営にたいする労働老の

影響力を強化させようとするものである．この

問題の論議の過程で，労働者の自主管理の問題

に関連して労働者協同組合の意義が検討される

ようになった．

　地域社会の空洞化現象に直面した地方自治体

も，地域社会活性化の観点から新協同組合に関

心を持ち始め，特別の協同組合振興プロジェク

トをつくることが多くなってきた．地域協同組

合振興センター，青年協同組合，コミュニティ

協同組合などにたいする援助がその例である．

　国家も新協同組合にたいする支援を始めてい

る．すでに1977年の段階でスウェーデン議会

は，国民経済に占める協同組合運動の役割につ

いて調査する必要があるとして，協同組合運動

調査委員会を設置した．81年に発表された委

員会報告書r社会における協同組合』によると，

「協同組合運動はスウェーデン社会の種々の領

域で重要な役割を果たしている．……急速な構

造転換と民主化・分権化要求が今日の経済活動

の特徴をなしている．この問題に関連して，伝

統的な協同組合諸原則が種々の点で，経済政策

の基本的諸問題を検討し解決するさいにガイド

ラインとなりうるのではなかろうか．このよう

な条件下では，私的企業と国有企業とにたいす

る現実的なオルターナティブおよび補足として

協同組合形態の企業が発展することは，社会に

とって重要な意味をもつ」という認識が示され
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ている11）．

　このような論議にもとづいて，87年目は，政

府，協同組合，労働組合の三者が構成する協同

組合審議会が，政府（50％）と協同組合（50％）の

共同出資による5年計画として，つぎのような

「協同組合振興システム」を開始した．

　①「協同組合振興のための基本計画」は，協

同組合振興を目的とする研究，広報，教育など

を実施するもので，スウェーデン協同組合研究

所が責任を負う．

　②「協同組合サービス計画」は，協同組合の

設立と発展のための実際的な情報，コンサルテ

ィング，訓練などを提供するもので，協同組合

銀行系列の特別組織が責任を負う．

　③rLKU計画」は，地域の協同組合振興セ

ンター（LKU）を援助するもので，地域の協同

組合振興センターにたいする財政援助，情報提

供，教材支給などを含む．

　協同組合運動のイニシャティブで始まった活

動が政府を動かし，協同組合が国家資金を得な

がら公的活動をするという例は，低開発諸国援

助においても見られる．

　消費協同組合組織は1960年以降，発展途上

国の協同組合支援のために「国境を超えて」と

いうスローガンの下で募金活動を続け，1968年

にはそのための組織としてスウェーデン協同組

合センター（SCC）を設立した．現在では農協

を含め主要な協同組合組織がその構成員となり，、

強力な援助活動を行っている．そしてSCCに

たいする国家の資金援助が毎年増大している．

たとえば1988年にSCCは発展途上国支援の

ために9千900万クローナ（約20億8千万円）

の資金を用いているが，そのうち10％は協同

組合が，90％は国家がスウェーデン国際開発庁

（SIDA）を通じて拠出している．ただし，発展

途上国の協同組合の自立的発展をめざすこのプ

ロジェクトにたいして，国家は資金は出しても

運営は基本的に協同組合側にまかせている．

　協同組合のこのような公的活動の発展を背景

として，種々の公的ザービスを協同組合が運営

することにたいして，実践的・理論的な問題関

心が高まっている．
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　たとえば，アンダーソンとべークはとりわけ

新協同組合の公的活動に関連してつぎのように

述べている．「公共部門のサービスにたいする

補足あるいはオルタ」ナティブを提供する協同

組合が社会的承認を得つつあり，その数も増加

．している．典型的な事例としては，親が運営す

る協同組合保育所や身体障害者を援助する協同

組合などをあげることができる．地方自治体が

支援する，協同組合形態による失業対策事業の

増加が，今後期待されうる．未解決の問題を解

決するためのもう一つのアプローチは，協同組

合が公共部門の諸組織と契約して公共部門の諸

組織にたいして協同組合のサービスを提供する

ことである」12）．あるいはまた，保育協同組合

の例に見られるように，「公的施設や財源の使

用にたいする市民的コントロールを組織するた

めの手段としての協同組合」あるいは「協同組

合的に組織され，た人びとによって運営され，財

源を公的セクターに求める半協同組合的形態

（semi－cooperative　forms）」の組織による

地域社会運営の是非が今日さかんに議論される

ようになっている13）．

　　　　　　　　　　　　（一橋大学経済研究所）
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